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令和５年度 静岡県クラウドソーシングを活用した働き方の実践支援業務委託

企画提案募集要項

１ 業務内容等

(1) 業務名

令和５年度 静岡県クラウドソーシングを活用した働き方の実践支援業務委託

(2) 業務目的

育児や介護と仕事を両立したい、自分の好きな時間や場所で働きたい、複数の仕事がしたいなど、

多様化するワークスタイルのニーズに対応することは、子育て世帯の所得向上や移住希望者へのＰ

Ｒなど、様々な効果が見込まれる。

クラウドソーシングの活用は、時間や場所に縛られない働き方を実現する手段として有効である

が、クラウドソーシングの活用意向がある方のうち、実際に取り組めているのは三分の一程度であ

る。また、クラウドソーシングサイトに登録しながらも、仕事の受注に至らない要因として「スキ

ルが不足している」「実績がない」等が挙げられている。

子育て中の方に加え、副業希望者などクラウドソーシングを活用したい、またはクラウドソーシ

ングでより多くの仕事を行いたい県内在住者を対象に、スキルアップや相談対応等の支援を行い、

時間や場所に縛られない自由度の高いワークスタイルを促進する。

(3) 業務期間

① 計画期間 令和５年６月中旬から令和８年３月下旬まで

② 委託期間 令和５年６月中旬から令和６年３月 19 日（火）まで

(4) 委託契約方法等

・本要項及び別添「企画提案説明書」に基づき計画期間全体の提案を選定した後、県と契約予定

者の間で協議の上、令和５年度の業務仕様書を決定し、契約を締結する。

・令和６年度以後の契約は、前年度実績を審査した上で当該年度毎に締結する。なお、令和

５年度の契約は、令和 6年度以後の契約の継続を保証するものではない。

(5) 契約限度額等

・令和５年度の契約限度額は、次のとおりとする。

令和５年度 26,256,000 円（消費税及び地方消費税を含む。）

・令和６年度及び令和７年度の契約限度額の目安は、次のとおりとする。なお、これらは目安で

あり、契約限度額を保証するものではない。

令和６年度 30,000,000 円

令和７年度 35,000,000 円

(6) 企画提案の内容

本要項及び別添「企画提案説明書」による。

(7) 担当部局及び書類提出先等

書類の提出先及び質疑先等は次のとおりとする。

〒420-8601 静岡県静岡市葵区追手町９番６号 静岡県庁東館４階

静岡県政策推進局総合政策課 政策推進班

（電話番号）054-221-2353

（電子メール）sogo_seisaku@pref.shizuoka.lg.jp
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２ 応募資格

次に掲げる条件をすべて満たす者とする。

(1) 地方自治法施行令(昭和 22年政令第 16号)第 167 条の４の規定に該当しない者であること。

(2) 会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)に基づき更正手続き開始の申立てがなされている者（更生

手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)に基づき再生手

続き開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。

(3) 最近１年間に国税又は地方税を滞納している者でないこと。

(4) 国又は地方公共団体との契約に関して指名停止を受けている期間中でないこと。

(5) 下記に該当する者でないこと。

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号。以下「法」という。）

第２条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。）

イ 個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」

という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者

ウ 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）

が暴力団員等である者

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴

力団又は暴力団員等を利用している者

オ 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に

暴力団の維持運営に協力し又は関与している者

カ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

キ 相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契

約その他の契約を締結している者

３ 企画提案の手続き

(1) スケジュール

ア 企画提案説明書等の公表 令和５年４月 18日(火)

イ 実施内容等に関する質問書の提出期限 令和５年５月１日(月)午後５時まで

ウ 質問に対する回答 令和５年５月 11日(木)

エ 参加表明書の提出期限 令和５年５月 12日(金)午後５時まで

オ 企画提案書等の提出期限 令和５年５月 19日(金)午後５時まで

カ 審査対象者選定の通知 令和５年５月 24日(水)まで

キ プレゼンテーション及びヒアリング 令和５年６月２日(金)

ク 審査結果の通知 令和５年６月５日(月)

(2) 参加表明書の提出

本企画提案に参加を希望する者は、次の提出資料を電子メールにより上記１(7)へ令和５年５

月 12日(金)午後５時までに提出すること。

ア 参加表明書（様式１）

イ 会社概要書（様式２）※会社概要が分かるパンフレット等を添付すること。

(3) 実施内容等に関する質問及び回答

ア 本募集要項等に関して質問がある場合は、電子メールより上記１(7)へ令和５年５月１日(月)

午後５時までに提出すること。あわせて、電話でメールの着信を確認すること。
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イ 上記アの電子メールには、担当窓口の部署、担当者名、電話及び電子メール等を併記すること。

ウ 質問に対する回答は、質問書を受理した日から５日以内（日、土曜日及び祝日を除く。）に質

問者に対して電子メールにより行うほか、静岡県総合政策課ホームページに掲載する。

(4) 企画提案書の提出

ア 企画提案書（様式３）を電子メールにより上記１(7)へ令和５年５月 19 日(金)までに提出する

こと。

イ 本募集要項において記載された事項以外の内容を含む企画提案書については、その部分を無効

とする。

ウ 書類の作成に用いる言語は、日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法によるも

のとし、文字サイズは原則 11ポイント以上とする。

エ 提出書類について、本募集要項及び別添の書式に示された条件に適合しない場合や、記載漏れ、

不整合等がある場合は、企画提案書を無効とすることがある。

(5) 審査対象者の選定

ア 企画提案書を提出した者が５者を超えた場合は、県が企画提案書を評価し、審査対象者として

評価点の高い者から５者を選定することがある。ただし、合計点が５番目に高い者が複数存在し

た場合は、見積額の低い者を優先して選定する。

イ 審査対象者に選定された者に対しては、選定された旨を電子メールにより、令和５年５月 24

日(水)までに通知する。

ウ 選定されなかった者に対しては、選定されなかった旨とその理由を電子メールにより、令和５

年５月 24 日(水)までに通知する。

エ 非選定通知を受けた者は、選定されなかった理由について説明を求めることができる。

オ 上記エの説明を求める場合は、令和５年６月８日(木)午後５時までに、書面（様式自由）を上

記１(7)へ電子メールにより送付すること。

カ 上記オで説明を求めた者に対しては、電子メールにより、令和５年６月 14 日(水)までに回答

する。

(6) プレゼンテーション及びヒアリング

審査対象者に選定された者に対しては、プレゼンテーション及びヒアリングを次により実施する。

ア 予定日時 令和５年６月２日（金）の県が指定した時間

イ 実施方法 対面方式（静岡県庁において行う。詳細は別途通知する。）

ウ 所要時間 １者に対し 30分程度（説明 15 分以内、質疑応答 15分程度）

エ 説明資料 原則として企画提案書によるものとするが、企画提案書の内容の範囲内で別資料

を使用することができる。別資料を使用する場合は、パワーポイント 20 ページ

以内で作成し、令和５年５月 31日（水）までに電子メールにより上記１(7)へ提

出すること。

４ 契約予定者の特定

(1) 契約予定者の特定

県が別に定める提案審査委員会が、審査対象者の企画提案書の内容を別表に基づき評価し、最も

評価点が高い者を契約予定者として特定する。ただし、評価点が満点の 60％程度未満の場合を除く。

また、評価点が最も高い者が複数存在した場合は、以下の優先順位により契約予定者を特定する。
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優先順位１：別表の「２ 企画提案内容」に係る評価点の合計が最も高い者

優先順位２：参考見積価格の最も低い者

優先順位３：該当者によるくじ引き

(2) 契約予定者への通知

契約予定者として特定された者には、特定通知書により令和５年６月５日(月)までに電子メール

にて通知する。また、次点の提案者についても、同日までに電子メールにて通知する。

(3) 契約に係る協議

県は契約予定者と業務履行に必要な協議を令和５年６月９日(金)までに行い、協議が整った場合

は当該候補者から見積書を徴収し内容を精査の上、業務委託契約を締結する。

なお、企画提案内容（参考見積書を含む。）をもって契約するとは限らない。また、協議の結果、

合意に至らなかった場合又は上記「２ 応募資格」を満たさなくなったとき、若しくは不正と認め

られる行為をしたことが判明した場合は、次点の提案者と協議を行う。

５ 非特定に関する事項

(1) 審査対象者に選定された者のうち、契約予定者又は次点の提案者として特定されなかった者に対

しては、特定されなかった旨とその理由（非特定理由）を、電子メールにより、令和５年６月５日

(月)までに通知する。

(2) 非特定通知を受けた者は、特定されなかった理由について説明を求めることができる。

(3) 上記(2)の説明を求める場合は、令和５年６月８日(木)午後５時までに、書面（様式自由）を上

記１(7)へ電子メールにより送付すること。

(4) 上記(3)で説明を求めた者に対しては、電子メールにより令和５年６月14日(水)までに回答する。

６ 契約条件

(1) 契約書の作成 契約書を作成する。

(2) 契約保証金 免除する。

(3) 労働関係法令等遵守の誓約書の作成

事業者等を守り育てる静岡県公契約条例（令和３年静岡県条例第 25 号）に基づき、本業務に従事

する者の労働環境の整備を図るため、以下の書類を提出すること。

① 契約時に、労働関係法令等を遵守する旨等を記載した誓約書

② 本業務の一部を他の者に行わせ、又は当該業務に派遣労働者を関わらせようとするときは、全

ての下請負者から提出させた労働関係法令を遵守する旨等を記載した誓約書の写し

７ その他

(1) 企画提案は、１者につき１案とする。

(2) 企画提案書等の作成、提出及びヒアリング等にかかる全ての費用は、提案者の負担とする。

(3) 企画提案書等に虚偽の記載をした場合には、企画提案書等を無効とする。

(4) 提出された企画提案書等は返却しない。また、提出された企画提案書等は、契約予定者の特定以

外に提案者に無断で使用しない。なお、特定された企画提案書等を公開する場合には、事前に提案

者の同意を得るものとする。

(5) 企画提案書等提出後において、記載された内容の変更を認めない。
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別表（審査項目・基準）

審査項目 審査基準 配点

１ 実施体制及びスケジュール

・本業務を遂行するための十分な体制や人員、能力が確

保されているか。

・業務実施手順及び業務工程表の妥当性が高く、その内

容が優れているか。

10

２ 企画提案内容 70

(1) 普及・啓発

・普及セミナーの成果目標が、相対的に高い水準であり、

かつ、達成可能な目標として設定されているか。

・普及セミナーのターゲットや開催方法・内容の妥当性

が高く、内容が優れているか。

・成果の発信の方法・内容が、クラウドソーシングを活

用した働き方を拡大する上で効果的なものであるか。

15

(2) ワーカーの育成

・ワーカーの育成に係る成果目標が、相対的に高い水準で

あり、かつ、達成可能な目標として設定されているか。

・スキルアップ研修の内容が、ワーカーの受注経験の獲得

やレベルアップのために適切な内容となっているか。。

・スキルアップ研修の実施方法が、希望する県民が参加し

やすい方法となっているか。

20

(3) 受注の支援

・受注支援の成果目標が、相対的に高い水準であり、かつ、

達成可能な目標として設定されているか。

・ワーカーに紹介する仕事の量・質の確保が可能であり、

相談対応体制が十分な提案であるか。

・ワーカーのモチベーションを高めたり、参入のハードル

を下げる効果が期待できる取組であるか。

20

(4) 支援体制の持続化に向け

た取組

・計画期間後を見据え、支援体制の持続化に向けた効果

的な取組が提案され、その実現と効果の発揮が期待で

きるか。

15

３ 必要経費
・参考見積書の積算は提案内容に見合った経費、かつ、

効果的・効率的な費用配分となっているか。
5

４ 全体
・本業務の趣旨、目的の理解度が高く、各取組が連動し、

全体として効果を高める内容となっているか
15

合計 100


